
※年金収入額の合計を５１へ記入
（注）配偶者の年金収入は加算しない

※支払った社会保険料の合計額を152へ記入

アカシ　タロウ

円 円

円 円

円 円

円 円

円

（フリガナ） アカシ　ハナコ

（フリガナ）

（フリガナ）

（フリガナ）

（フリガナ）

官署支出官　　厚労働省年金局　事業企画課長

支払者　法人番号6000012070001
東京都千代田区霞が関1丁目2番2号

老齢基礎・厚生

＊＊＊＊＊＊１０，４１４

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

支払金額 源泉徴収税額

明石　太郎

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

特別 その他

明石市中崎○丁目○番　○○ハイツ○○号

区
分

令和５年分　公的年金等の源泉徴収票

＊＊＊１，４６５，８３０

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

生年月日

人

年金の種別

障害者の数

社会保険料の額

氏名

16歳未満の

扶養親族

氏名

区
分

氏名
区
分

区
分

明石　花子

氏名

　　（摘要）　 【社会保険料の内訳】
　　　　　　　　　介護保険料額　48,074円

人 人(　　　人）

区
分

源泉控除対象配

偶者

控除対象

扶養親族

16歳未満の

扶養親族の数

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

その他

障害者

源泉控除対象配偶者

の有無等

一般 老人

控除対象扶養親族の数

特定

★

寡婦

寡夫

本人

人 人

老人 その他

氏名

人

支払を受ける者

特別

寡婦

住所又は

居所

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分

特別

障害者

（フリガナ）

所得税法第203条の3第3号・第6号適用分

区分

48,074

所得税法第203条の3第7号適用分

氏名

人

非居住者

である

親族の数

＊＊＊＊＊＊＊＊＊０

昭和23年1月1日

所得税法第203条の3第2号・第5号適用分

生命保険料控除

2023年　生命保険料控除証明書　（一般用）

適用制度：旧制度

契約者
明石 太郎 様

保健種類

がん保険

保健期間
終身

証券番号 契約日 払込方法

○○○○○○○○○ 2010年 2月 1日 月 払

被保険者
明石 太郎 様

一

般

一般生命保険料 円 配当金（相当額） 円 一般証明額 円

３８，５５２ ３８，５５２0

一般証明額 円

５７，８２８

一

般

一般生命保険料 円 配当金（相当額） 円

５７，８２８ 0

＜ご参考＞証明年12月末時点のご申告予定額は以下のとおりです。

証明日202３年 １０月 日

証明日までのお払込み状況を上記の通り証明します。

△○生命保険会社

　　　　　円

地震保険

証券番号 ○○○○○○○○○○○○

2022年3月1日から

2025年3月1日まで　　　　5年間
保険期間

明石　太郎　様

2023年分　地震保険料控除証明書

１６，２０4円

年間控除

１，３５０円

区　分

地震保険料

控除対象掛金（月額） 割戻金

保険の対象

ご契約者

保険の種類

払込方法 月払

建物

上記保険料のお支払いを受けたことを証明いたします。

△○★地震保険会社

2023年 ９月 日発行

（フリガナ） アカシ　ハナコ （フリガナ） （フリガナ）

（フリガナ） （フリガナ）

所得税法第203条の3第1号・第4号適用分

住所
又は
居所

フリガナ

氏　　名

本人

老人一般

＊

16歳未満

の扶養親

族の数 その他

区
分

区
分

老人特定

控除対象扶養親族の数

所得税法第203条の3第7号適用分

源泉控除対象配偶者

の有無等

特別

障害者

その他の

障害者

所在地
名　　称

明石　花子

区　　　分

生年月日

特別

寡婦

障害者の数（本人以外）

所得税法第203条の3第3号・第6号適用分

特別（うち同居）

社会保険料
の額

　アカシ　タロウ

　明石　　太郎

源泉徴収税額　　円支払金額　　円

23

寡婦

寡夫

氏名 氏名

区
分氏名 氏名

源泉控除対象配偶者

その他

区
分

0

東京都千代田区○○町○番○号
△△共済組合連合会

令和５年分　　　　公的年金等の源泉徴収票

支払を
受ける者

区
分

氏名

所得税法第203条の3第2号・第5号適用分

11

日

控除対象扶養親族

月年

16歳未満の扶養親族

1,400,000

支払者

（摘要）

明石市中崎○丁目○番

○○ハイツ○○号

旅客鉄道株
式会社旅客　　　第２種
運賃減額

身体障害者
等級表に　　　　４　　級
よる級別

障害者手帳

兵庫県

第○○○○○号

交付日 平成24年1月15日

氏名 明石 太郎 男

生年月日 昭和２３年１月１日

兵 庫 県

（障害名）

○○○○○○○○○○

初回交付 年 月 日

身体障害者福祉法第４条に
規定する身体障害者手帳

【令和６年度 市民税・県民税申告書の記載例】公的年金収入のみの方の場合

公的年金収入 社会保険料控除

地震保険料控除

障害者控除

※支払った地震保険料の金額を164へ記入
（旧長期損害保険の場合は165へ記入）

※本人が該当する場合、本人該
当控除欄の障害者に○をつけ、
手帳の種類・等級を記入

※配偶者・被扶養者が該当する
場合、当該控除欄の障害者欄へ
手帳の種類・等級を記入

※医療費控除の明細書を添付し(領収書の提出は不要）、150支払った
医療費・151補てんされる金額を記入

【注２】医療費控除

明石市中崎○丁目○番

○○ハイツ○○

アカシ タロウ

明石 太郎

同 上

23 1 1

無 職918-5013

２，8６５，８３０

明石 花子 29 1 30

240,000

276,200

48,074 324,274

57,828

16,204

身体 4

100,000

合計

【注１】配偶者特別控除
※配偶者特別控除の適用を受けようとする場合のみ、配偶者の収入の
種類・収入金額・合計所得金額を記入（配偶者特別控除を受けない場

合は収入金額等の記入は不要）
※配偶者特別控除は、配偶者の合計所得金額が４８万円を超え１３３
万円以下で、あなたの合計所得金額が1,000万円以下の場合に該当

【注1】

【注2】

［よくある質問」と「申告フローチャート」については裏面をご参照ください。

制度を確認

明石市　介護保険料　納付済額確認書

令和５年中に納付された介護保険料は、下記のとおり相違ありません

令和 ６年 1月　日

（被保険者番号） ○○○○○○○○○

（住 所） 明石市中崎○丁目○番

○○ハイツ○○号

（氏 名） 明石 太郎

【内 訳】

納付書や口座振替による納付額
（ 普 通 徴 収 ）

年金からの天引きによる納付額
（ 特 別 徴 収 ）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊

４８，０７４ 円

介 護 保 険 料

納 付 額 ￥ ４８，０７４ 円

納付済額確認書

令和３年度
以前分

令和 ４年度分

合計

95,700 円

*******円

180,500 円 

276,200 円 

　　　上記の通りお知らせします

　　　　令和６年　1月　　日

住所　明石市中崎○丁目○番　○○ハイツ○○号

氏名　明石　太郎　様

明石市長

*******円

（令和　５年 1月から12月まで納付した金額）

国民健康保
険料

※年金から天引きされた分については、公的年金等源泉徴収票をご確認ください。

※上段が普通徴収分、下段が特別徴収分です。

※支払った生命保険料の金額を制度ごとに
157・158・156・161・162へ記入✓



Q１  なぜ、市民税・県民税申告書が送られてきたのでしょうか？

Q３　前年中は公的年金収入しかありませんでしたが、申告は必要でしょうか？

いいえ

はい

はい いいえ

Q５　市民税・県民税が課税されない基準とは？

はい いいえ はい いいえ

はい いいえ はい いいえ

【公的年金等を受給されている方へ】

税務署に確
定申告書を
提出してくだ
さい
（※２）

※２　所得税の還付を受けるための確定申告書は任意による提出です。所得税の還付を受けずに、市
民税・県民税のみで控除を受けたい場合などには市民税・県民税申告書をご提出ください。

※３　給与所得については給与の支払い元が明石市に給与支払報告書を提出している場合で、他に追
加する控除がなければ改めて申告していただく必要はありません。

【スタート】
　
　　公的年金等の収入金額は４００万円以下である

公的年金等以外の所得は２０万円以下である
公的年金等の源泉徴収票に記載されている控除
以外に追加する控除がある

税務署に確定申告書を
提出すると還付される
所得税がある　　（※１）

※４　このフローは簡略化したチャートになります。上記の場合に限らず所得税においては、申告が必
要になるケースがありますので、国税庁ホームページの「確定申告が必要な方」のページをご確認いた
だき、必要に応じて税務署へお問い合わせください。

税務署に確定申告書を
提出してください

　　公的年金等の収入金額が４００万円以下で、公的年金等に係る雑所得以外の所得金額の合計額が

２０万円以下の方は、所得税の還付を受ける場合を除き、確定申告書の提出は不要です。

　　ただし、次に該当する場合は、市民税・県民税申告書の提出が必要です。

　　　◯源泉徴収票に記載されている控除以外に各種控除を受ける場合

　　　◯公的年金等に係る雑所得以外の所得（２０万円以下を含む。）がある場合

公的年金等に係る雑所得がある方の申告フローチャート

税務署に確定申告書を
提出すると還付される
所得税がある　　（※１）

税務署に確
定申告書を
提出してくだ
さい
（※２）

市役所に市
民税・県民税
申告書を提
出してくださ
い

申告書を提
出する必要
はありませ
ん

公的年金等に係る雑所得以外の所得がある

※１　税務署に確定申告書を提出すると還付される税額があるかについては、国税庁ホームページ「確
定申告書作成コーナー」で計算することができます。

税務署に確
定申告書を
提出してくだ
さい
(※２）

市役所に市
民税・県民税
申告書を提
出してくださ
い（※３）

　　　　　　　　　〔所得金額は同封の手引き４面の「公的年金等所得換算表」で算出できます〕

（同一生計配偶者＋

　　　　　扶養親族）の人数

均等割も所得割も課税

されない合計所得金額※

所得割の課税されない

総所得金額等の合計額

Q７　公的年金等に係る雑所得がある場合の申告は税務署へ確定申告すべきか、市民税課へ市民税・
県民税申告すべきか、どのように判断すれば良いのでしょうか？

A７  公的年金収入金額の多寡、それ以外の所得の有無、所得税の還付を受けられるかどうかなどに

よって決まりますので、詳しくは右のフローチャートをご参照ください。

A６  配偶者が支払った社会保険料に該当するため、あなたの社会保険料控除に含めることはできま

せん。なお、配偶者の社会保険料を納付書や口座振替で支払った場合にはあなたの申告に際して所
得控除に含めることができます。

　※障害者・寡婦・ひとり親に該当する方は合計所得金額が１３５万円以下。

Q６　配偶者の公的年金から天引きされた社会保険料を私が申告しても良いのでしょうか？

市民税・県民税の申告に関する「よくある質問」

A５　均等割や所得割の課税されない所得の範囲は下表のとおりです。

Q４　市民税・県民税の申告をすべきかどうか、どのように判断すれば良いのでしょうか？

Ａ１  昨年度申告書を提出された実績があり、今年度も申告をされる可能性に配慮し、事前にお送り
しました。申告が必要かどうかは、下記Q2～Q４を参照してください。

Ａ２　 前年中に収入がなかった方は、市民税・県民税の申告義務はありません。ただし、所得に関する
証明書（年金・福祉・公営住宅・教育・融資関係の申請のため必要となることがあります）を必要とさ
れる方は、申告が必要となります。

A3  公的年金収入のみの場合、市民税・県民税の申告義務はありません（年金支払者から市へ年金
支払報告書が提出されます）。ただし、本人該当控除や扶養控除の追加、年金から天引きされた社会
保険料以外に支払った社会保険料、生命保険料、多額の医療費等各種控除がある場合、所得控除の
申告をすることができます（Q４参照）。
   なお、４００万円以下の公的年金収入のみであれば所得税の申告義務もありませんが、所得税が源
泉徴収されている場合、税務署へ確定申告をすることで源泉所得税が還付される場合があります。

Q２　前年中に収入がなかった場合、市民税・県民税の申告は必要でしょうか？

A４　公的年金等の源泉徴収票に記載されていない本人該当控除・扶養控除等を申告することにより
市民税・県民税が非課税（Q５参照）となる場合や、社会保険料等の控除を申告することにより所得割
額が低くなる場合は申告する方が良いと判断できます。
   なお、源泉徴収票に記載されている収入・控除で、市民税・県民税が課税されない基準（Q５参照）
に該当する場合や、所得金額よりも所得控除額が大きいために所得割額が課税されない場合（均等
割のみ課税）は、市民税・県民税の申告は必要ありません。

０人

１人

２人

３人

４人

　　　　　４５万円以下

　　　　１０１万円以下

　　　　１３６万円以下

　　　　１７１万円以下

　　　　２０６万円以下

　　　１４７万円以下

　　　　４５万円以下

　　　１１２万円以下

　　　１８２万円以下

　　　２１７万円以下


